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1.　はじめに
当協会では、光技術動向調査事業として、毎年、最新光技

術の動向を的確に把握し、将来への指針とすべく継続的に調
査研究を行っている。今年度は、光無機材料・デバイス、光情
報通信、情報処理フォトニクス、光加工・計測、光エネルギー、
光有機材料・デバイス、光ユーザインタフェースの７つの技術
分野を調査対象とした。調査結果は、最新の技術動向として、
Web機関紙オプトニューズのテクノロジートレンドで、それぞれ
の分野のトピックスを18件の記事として掲載した。また、2016年
９月14日～16日に開催されるインターオプト2016の光技術動向
セミナーで紹介される予定である。

2.　光無機材料・デバイス
光無機材料・デバイス分野では、波長域が100 µm付近のテ

ラヘルツ域から200 nm付近の紫外域における、デバイス、材
料、アプリケーションを調査した。テラヘルツ域では、テラヘル
ツ発生光源、バイオセンシングなどの最新応用技術を中心に、
光通信用の近赤外域では、Ge系発光素子、グラフェン、メタマ
テリアルなどの材料技術およびアサーマル面発光レーザなどの
応用デバイス、産総研のコンソーシアムなどに関して調査した。
また、可視・紫外域では、省エネの観点でLED技術に関して毎
年継続的に調査しており、GaN系デバイス、UV-LEDの応用動
向と技術開発などに関して調査した。

2.1　テラヘルツ・中赤外域
テラヘルツフォトニック結晶は、シリコン基板にMEMS

（Micro Electro Mechanical System）加工技術を応用して作
製することができ、試作した導波路構造で0.3 THzにおいて伝
播損失0.04 dB/cmと平面金属線路の伝播損失よりも２～３桁
も小さい値が得られた。フォトニック結晶導波路を用いて合分
波器、グレーティングカプラ、送信・受信を行う共鳴トンネルダ
イオードなどの機能素子を集積し、送受信に関する基本特性
も確認され、新たな通信分野への応用が期待されている。

テラヘルツ波ケミカル顕微鏡は、センシングプレートと呼ば
れる半導体プレート上の微少量溶液が化学反応によって引き
起こされる電気ポテンシャルをテラヘルツ波強度変化に変換す
ることによって微少量溶液を計測するもので、溶液量16 nLま
での計測が確認されており、従来の測定では困難であった計
測が可能となっている。分光計測用の中赤外領域では、単色性
と高ビーム品質でのレーザ発振が求められており、回折周期構
造とリッジ導波路構造によって実現され、自己発熱などの温度
制御により10 nmの波長可変も実現されている。また、外部共
振器構造によって9.3～11.3 µmの波長可変も実現されてい
る。

波長100 µm前後のテラヘルツ領域では、量子カスケード
レーザの室温CW駆動実現が困難であることから、中赤外領
域の２波長発振を利用した差周波発生を用いてテラヘルツ波
を得る方法が注目されており、10.7 µmと9.7 µmの差周波を用
いて2.9 THz（103 µm）の発振を室温パルス駆動で得ている。

一方、直接、バンドギャップを制御して2 µm以上で発振させ
る半導体レーザとして、InP基板上にメタモルフィックバッファ

層を用いて活性層の歪量を緩和させたり、InGaAsSb井戸層を
用いて長波長発振が実現されている。InPの成熟したプロセス
技術を用いた高性能化が進んでいる。

2.2　近赤外域（光通信用の波長域）
電子デバイスでは広く普及している間接遷移型半導体である

SiやGeのレーザ発振は、電子デバイスとの親和性から特に注目
されてきた。近年は、Geに高歪を導入したり、Snを添加しGeSn
とした利得媒質化による高発光効率化が検討されている。
GeSn発光素子においては、低温・光励起でのレーザ発振が確
認されており、今後の飛躍的進展による室温発振が期待されて
いる。光インターコネクトの実現に向けて、従来の面発光レーザ
（VCSEL：Vertical Cavity Surface Emitting Laser）を用い
た並列配置方式だけではなく波長分割多重方式も検討されて
おり、そのための波長光源として精密な波長制御性を有する
VCSELが望まれている。カンチレバー型マイクロマシン反射鏡
を有するVCSELによって、波長可変動作とアサーマル動作が
可能となり、WDM光インターコネクト用光源として期待されて
いる。

端面出射型レーザを改良したレンズ集積型面出射DFB
（Distributed Feedback）レーザが開発されている。位置ずれ
トレランスも向上し、95℃での25 Gb/s動作や55℃における40 
Gb/s動作、95℃での10 Gb/s×4ch動作を達成し、低コスト100 
Gb/sモジュール用光源として有望である。

グラフェンは、単層薄膜化が困難なことからデバイス応用へ
の様々な作製方法および評価方法が検討され、電子デバイス
応用だけでなく、光デバイスとして、透明電極、フォトディテク
タ、THz波発生、バイオセンサ応用などへの展開が図られてい
る。

高速動作に課題はあるもののMEMS技術を用いたデバイス
やInP系マッハツェンダー光変調器をベースに特殊メタマテリア
ルを実装し、従来サイズの1/100以下のデバイスが実現されて
いる。近年は、特異な光学的性質を利用した透明マント実現の
可能性が示唆されている。

光デバイス基盤技術イノベーション研究会（PHOENICS）
は、国産光デバイスメーカの国際競争力強化のため、産業技術
総合研究所を中心にNTTフォトニクス研究所およびNTTエレ
クトロニクスが発端となり、光デバイス共通設計開発プラット
フォーム形成のために設立されたコンソーシアムである。
PHOENICSでは、光デバイスのバーチャルファブを構築し、共
通プラットフォーム（C-POT）を提案して試作を進めている。
2015年４月設立以来、さまざまな課題に取り組み、日本の技術
優位性を生かした低コスト・低消費電力化に向けた技術改革
の実現が期待されている。

2.3　可視・紫外域
UV-LEDの波長域の中でも現在実用化されている波長は、

UVA（315～400 nm）の中の可視光に近い365～405 nm域
で、エネルギー変換効率40～50%が達成されている。今後、
UVC、UVB域での効率向上を進め、さまざまな応用分野への
普及、環境影響を考慮した水銀レス社会の実現への貢献が期
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待されている。また、可視域光源GaN系面発光レーザは、数
mA程度の閾値電流が実現しているが、最大出力は1 mW程度
で、特性改善のため、各構成要素技術開発が展開されており、
近い将来の実用化が期待されている。超短パルスレーザでは、
GaN系半導体を用いたモード同期レーザと光増幅器を組み合
わせてピークパワー630 W、パルスエネルギー2.2 nJのピコ秒パ
ルスが実現されており、パルス光源への可能性が期待されてい
る。酸化ガリウム（Ga2O3）は、導電性を電流拡散性向上のため
利用したフリップ型1 mm角素子において、駆動電圧3.5 V時
に、電流4 Aで3.75 Wの光出力が得られており、高性能で安価
なLEDを実現する透明・導電性基板として期待されている。白
色LEDでは、高色再現性実現のため、狭線幅の赤色蛍光体で
あるKSF蛍光体を用い、実用化のための安定性向上が実現さ
れた。

3.　光情報通信
近年のトラヒックの増加を象徴するものは、クラウド型のネッ

トワークサービスの増加に加えてスマートフォンやタブレット端
末の急速な普及によるモバイルトラヒックの急増であろう。
LTE （Long Term Evolution）の普及も後押しする形でモバ
イルでも動画等の大容量コンテンツの利用が増えていることが
急激なトラヒックの増加をもたらしていると推測され、今後もこ
の傾向は続くものと想定される。更には、2020年のサービス開
始を目指した第５世代移動通信システム（5G）の研究開発も活
発になってきており、これはシステム容量で2010年比1000倍の
大容量化を目標としており、今後もしばらくトラフィックの増加
は継続していくものと予想される。

1980年代以降の日本は、世界に先駆けて光ファイバ通信技
術の研究開発・実用化を進め、1980年代の長距離基幹網の光
化、1990年代のメトロ網への10 Gb/s光リングシステム導入、
2000年代のアクセス網の光化を経て、今日の光通信ネットワー
ク構成へと発展を遂げた。コア網には光増幅中継を繰り返して
全国の拠点を結ぶ高密度波長多重（DWDM）システム、メトロ
網には光分岐挿入と増幅を行うノードで構成されるリング網の
ROA DM （Recon f ig u r ab l e  O pt i c a l  Add / Drop 
Multiplexer）システム、アクセス網には光分岐（下り）と光時分
割多重（上り）を行うPON（Passive Optical Network）システ
ムがそれぞれ導入されている。

昨年度（2014年度）を振り返ってみると、基幹光伝送では、
空間分割多重（SDM：Space Division Multiplexing）技術が
注目を集め、マルチコア対応EDFA （Erbium Doped Fiber 
Amplifier）や、マルチコアとマルチモードを併用した超高密度
空間多重伝送などの技術的進展が見られた。また、フォトニック
ノードでは、波長選択スイッチ（WSS：Wavelength Selective 
Switch）に代表される光スイッチの大規模化・小型化が進展
し、光ネットワーキングでは、Software Defined Networking 
（SDN）制御によるエラスティック光ネットワークのテストベッ
ド実験など実証レベルの報告が増加した。アクセスネットワー
クでは、40 Gb/s級の大容量化を目指したNG-PON2（Next 
Generation PON phase 2）標準化の議論が進み、試作機デモ
ンストレーションの報告など実用化に向けた進展が伺えた。

データコムでは、次世代インタフェース規格として400 GbEの標
準化に向けた議論が展開されている。光ファイバ技術では、空
間多重伝送用光ファイバが盛り上がりを見せ、微細構造ファイ
バなどの新たなファイバの報告も見られた。

以上のような背景の下、第２分科会（光情報通信）では、今
年度（2015年度）の技術動向を以下のように６つの分野ごとに
まとめた。

3.1　基幹光伝送システム
2012年に打ち立てられた伝送容量の世界レコードであった1 

Pb/sが３年ぶりに更新された。これは空間分割多重技術およ
び多値変復調技術の急激な進展によって実現されたものであ
り、これまでのレコードの約２倍に相当する2 Pb/s伝送の実験
結果が２つのグループから同時に報告された。100 Gb/s超の
光伝送技術に向けては、スーパーチャネル信号のスペクトル最
適化による非線形効果抑圧などの新たな伝送技術に関する検
討が数多く報告され、400 Gb/s級の伝送技術確立に向けた検
討が着実に進展してきている。また、新たな兆候として、時間軸
や偏波軸を活用して最小符号間距離を拡大することによって
雑音や非線形効果による伝送特性劣化を抑制することを目指
した多次元変調などの研究も報告されてきている。

3.2　フォトニックノード
エラスティック光ネットワークに関する報告が引き続き多く、

帯域可変トランスポンダやWSSを用いたノード構成による周波
数利用効率向上などが報告されている。ノードを構成するキー
コンポーネントであるWSS自体も小型化、低電力化といった検
討が進んでいる。次世代のBeyond 100G OTNに向けた標準
化では、光信号の様々な革新技術（多値変調、スーパーチャネ
ル、ナイキストWDM等）に対応可能なインタフェースの実現を目
的に勧告化に向けた議論が大詰めを迎えている。

3.3　光ネットワーキング
エラスティック光ネットワーク、SDN/NFV（Network 

Function Virtualization）、データセンタネットワークの制御管
理技術に関して注目度が高い。エラスティック光ネットワークで
は適応変調制御や波長デフラグメンテーションによるNWリ
ソース利用効率の向上、SDN/NFVではアプリケーションレイ
ヤから光レイヤまでNWを一元管理するNWオーケストレーショ
ン技術の報告が高い関心を集めており、データセンタネット
ワークではスイッチング部分の光化による消費電力削減やレイ
テンシ低減を図ったものが報告され光技術への期待が大きく
なってきている。また、新たなトレンドの一つとして、光伝送シス
テムのオープン化が挙げられる。近年、OTT（Over The 
Top）が汎用ハードウェアを用いた自社によるネットワーク構築
を進めてきたが、その流れは光伝送システムのオープン化にま
で波及しつつある。

3.4　光アクセスネットワーク
現在導入が進んでいる1～10 Gb/s級PONシステムに続き、

2015年度は40 Gb/s級の次世代アクセスシステムを目指した
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NG-PON2の国際標準化が完了した。標準化完了を受けて
NG-PON2は実用化に近いレベルの報告が多く、次世代PON
技術としては25 Gb/s級PONシステムが新たに提案され、現在
の10 Gb/s級の商用化デバイスをDuobinaryやPAM4（4-level 
Pulse Amplitude Modulation）に適用することで早期実用化
を目指した取り組みが主流となっている。また、5 G移動体通信
システムの実現に向け、MFH（Mobile Front Haul）および
MBF （Mobile Back Haul）向け光アクセスネットワークに関
する研究開発、標準化に向けた取り組みも本格的に開始され
た。

3.5　光LAN／インターコネクト
データコム分野では、400 Gb/s Ethernet規格（IEEE 802.3 

bs）の標準化の概要がほぼ確定した。400 GbE規格の主な特
徴として、RS-FECの搭載が必須となり、SMF（Single Mode 
Fiber）向けの光変調方式に初めて多値変調（PAM4）が採択
された。2017年12月の標準化完了を目指して詳細仕様の検討
が進められている。また、市場需要の変化により、特にデータセ
ンタ用途に向けて25 Gb/s、50 Gb/s、200 Gb/sなど段階的速
度の標準化策定が開始された。光インターコネクト分野では、
大容量化するデータセンタ内の装置内・装置間伝送を実現する
手段として期待され、従来のケーブル伝送、ボード伝送では電
気処理の限界が近づいていることから、光伝送への移行が検
討されている。また、抜本的なモジュール小型化の実現に向け
てSiフォトニクスへの期待が高まっている。

3.6　光ファイバ
近年、MCF（Multi-Core Fiber）やFMF（Few-Mode 

Fiber）の研究開発が非常に活発に行われており、今年も多く
の報告がなされた。31のコア数を有するMCFや、FMFにおい
ても偏波モードを含む30モードを利用した伝送実験が実証さ
れるなど、空間多重数の増大に関する報告が目立った。各コア
をFMFにしたFM-MCFでは36コア×３LPモードの108の多重
度を実現したものも報告された。また、陸上長距離用光ファイ
バや海底用の超低損失光ファイバの開発に関する報告もあり、
特に注目すべきこととして、光ファイバの最低伝送損失も２年
ぶりに更新され、レコードとなる0.146 dB/kmを達成した報告
がなされた。

4.　情報処理フォトニクス
情報処理フォトニクスの技術動向調査では、昨年に引き続

き、光メモリ、光インターコネクション、光演算の３分野を取り上
げた。

4.1　光メモリ
2020年の全世界の情報量は40 ZBに到達すると言われてお

り、その大容量データを低消費電力で、長期保存可能なアーカ
イブシステムの開発が期待されている。光メモリには、その２つ
の特徴を実現し、かつ災害にも強い記録メディアとしての優位
性を生かしつつ、他の既存のアーカイブシステムに対して弱点
である記憶情報の大容量化について技術開発が期待されてい

る。
今年度の光メモリの主なトピックスとしては、４ＫとHDR

（High Dynamic Range）に対応したBD-ROMの規格である
UHD BDが策定されたことが挙げられる。また、記憶容量の大
容量化に向けた技術では、ホログラフィックメモリにおいて、記
録密度2.4 Tb/in2と記録・再生速度4.9 Gb/sが得られる成果
が発表されたことが挙げられる。また、NEDOプロジェクトに
おいては2 TBのホログラフィックメモリシステムの技術開発が
新聞等で発表されている。その他にも、2018年に試験放送が
予定されている８Ｋ映像（7680×4320画素）をホログラフィック
メモリからリアルタイム再生するシステムの報告があった。この
ように記録容量やシステム化において着実な進歩が見受けら
れる。また、アーカイブシステムに向けては日本を含めた数社か
ら市販・提案されている。今後の大容量データ社会における
データ保存の将来を見据えて、大容量データの低コスト保存と
高い信頼性を両立できる光メモリ技術の役割は大きく、革新的
な要素技術とそれをシステム化する技術開発の両面が望まれ
る。

4.2　光インターコネクション
コンピューティングの世界では、人工知能が囲碁で人間に勝

利するなど、スーパーコンピュータなどの計算技術の進展が著
しい。2020年には人工知能が人間の知能を凌駕し、2045年に
は技術進歩の特異点が現れるシングラリティが起こると指摘さ
れている。一方、スーパーコンピュータ、ルータ、サーバを初めと
したIT機器の高度化の進展に伴い、各装置間を結ぶ従来の電
気配線による制約がいよいよボトルネックになりつつある。既
にユニット間配線は光配線の採用が進み、今後、特にデータセ
ンターなどにおける短・中距離配線については、100 Gb/s（4 ch
×25 Gb/s）のAOC（Active Optical Cable）等がメーカ各社か
ら製品ラインナップされ、これを機に光配線の本格普及が進む
と目されている。また、ボード内配線においても、伝送容量増に
伴う伝送レート向上により、ボード端からLSI近傍までの数十
cm程度の距離でも特性を保持したまま伝送することが難し
い。こうした状況下において、光ファイバや通信モジュール、
サーバ開発を行うメーカ各社よりLSI近傍まで光配線を引き込
んだ光モジュールに関する開発報告事例が近年増えてきてい
る。

4.3　光演算
光演算では、将来的には大容量データの高速演算を光で行

なう情報処理技術に向けた技術動向調査を行っている。その
代表例としては、ナノフォトニクスや光相関演算が挙げられる。
また、光技術と計算機技術を融合させることで、多次元情報処
理や高速情報処理、高性能情報処理を実現するコンピュテー
ショナルイメージグやディジタルオプティクスの分野が盛んに研
究されている。光演算の拡がりは大きく、光演算器としての単
独というよりも、様々な技術に融合されながら計測機器、情報
処理機器や光通信機器等に組み込まれ、発展してきていると
考えられる。

光演算の特徴の一つに、光のアナログ特性を利用した並列
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処理が挙げられるが、この光の持つ並列処理と近年の飛躍的
に発達したデジタル処理技術を融合した新しい分野としてコン
ピューテーショナルイメージングやデジタルオプティクスなどが
生まれている。コンピューテーショナルイメージングでは、撮影
後の新たな視点画像の作成や合焦点位置の変更が可能になる
ライトフィールドの取得において、画像処理中に学習機能を組
み込むことで空間分解能と角度分解能のトレードオフを解消す
るアプローチが活発になっている。

光を情報処理に応用する際、並列処理と高速処理だけでな
く、低消費電力化も注目に値する。従来のシリコンプロセッ
サーにおいて、エクサスケールレベルの処理到達の障壁要因の
１つに消費電力の課題がある。光学的フーリエ変換技術に基
づく光コンピューティング 技 術はオプティカルなH ig h 
Performance Computer（HPC）として近年注目されつつあり、
2015年４月には、処理速度320ギガflop/sで低消費電力化を実
現したレンズレス光プロセッサのプロトタイプが公開された。さ
らに、遺伝子解析のためのシークエンス検索システムへの応
用、世界最大規模の数値気象予測のためのHPC開発が進めら
れている。

5.　光加工・計測
2015年度の光加工・計測に関する光技術動向調査は、光技

術動向調査委員会と技術戦略策定委員会の下に光加工・計測
技術合同専門委員会を設置し、2030年代に向けた光加工・計
測テクノロジーロードマップ策定の一環として実施した。光計
測技術は、光加工技術を高度化するための技術と位置付けて
いる。調査対象領域は、デジタル光マニファクチャリング技術と
して、高付加価値で少量多品種生産を可能とする“加工技術
（除去、接合、成形）”と、近年注目を集めている“３Ｄプリンタ
技術”を取り上げた。また、低侵襲医療に向けた取り組みとし
て、光加工・計測技術の“医療応用”についての技術動向も調査
した。

5.1　加工技術（除去、接合、成形）
加工技術（除去、接合、成形）領域では、レーザ加工技術、

光源技術、計測技術、システム化技術について調査した。レー
ザ加工技術は、加工対象の大きさ、種類、加工方法によって適
用される技術は異なるが、マクロ加工とミクロ加工で分類した。
マクロ加工の代表格であるレーザ切断加工は、薄板ではCO2

レーザからファイバレーザなどへの置き換えが進みつつある。
加工において位置精度に起因する形状精度は、0.01 mm程度
が現在のターゲットであるが、熱反応を活用しない無酸素切断
による高速化が形状精度の向上の一つの方向性である。ミク
ロ加工では、加工量を制御する手法が、短波長化と短パルス化
および干渉や化学処理との併用などで進化していく。光源技術
は、ナノ秒パルス、フェムト秒超短パルス、連続発振（半導体
レーザ、ファイバレーザ、ディスクレーザ）で、高出力化、高輝度
化、短波長化、小型化が進められている。例えば、半導体レー
ザは、パッケージ化が容易だが、出力と集光性との両立が困難
なため用途が限定されていたが、近年では金属切断への適用
が可能なものも出現し、LD直接光源への期待が高まってい

る。また、高出力化にコヒーレント結合技術が活用されている。
計測技術は、加工における形状精度を保証するために重要で、
白色干渉顕微鏡やスキャナの性能向上により、高速に形状を
測定する技術が身近なものになってきた。システム化技術は、
材料供給技術やビームデリバリ技術などで装置化・システム化
に必要となる。例えば、除去、付着、成形加工を組み合わせた
複合生産システムの構築には、装置間の材料の移動の技術が
重要となる。

5.2　３Ｄプリンタ技術
３Ｄプリンタ技術領域では、レーザ加工技術、光源技術、計

測技術、システム化技術について調査した。３Ｄプリンタは、
CADデータからパーツ分割なしで造形可能、立体構造を形成
可能などの特長を備え、三次元積層技術としては、粉末床焼結
法、指向性エネルギー堆積法などがあり、材料の種類などで適
用する積層技術が異なる。最近は複数の材料を組み合わせた
異種材料混合造形が着目されており、例えば、銅と鉄系材料を
組み合わせることで熱伝導性と強度とを両立できる。光源技術
としては、樹脂造形用に量子カスケードレーザ（QCL：
Quantum Cascade Lasers）、金属造形用にフォトニック結晶
面発光レーザ（PCSEL：Photonic Crystal Surface-Emitting 
Semiconductor Laser）の高出力化が進められている。PCSEL
は、従来においては実現が難しかった高出力と高ビーム品質を
兼ね備えた半導体レーザであり、高効率でコンパクトな特長を
活かすことで幅広い応用が期待できる。計測技術は、計測手
法、内部構造計測技術などを調査した。例えば、3D-FAXを考
えると、入力装置としての三次元計測技術が必要で、三次元計
測法として光学的な手法を用いれば、測定時間の大幅な短縮
が可能で、かつ非接触であることから対象物の破損を気にす
ることなく、大きな物体、遠方の物体の測定も可能となる。ま
た、今後発展が見込まれる計測技術として3D-TOF（Time of 
Flight）カメラがあげられる。物体の内部構造を計測する光学
的手法としては、光コヒーレンストモグラフィー（OCT：Optical 
Coherence Tomography）があり、光の干渉を利用して物体内
部の様子を観察する。

システム化技術は、デリバリ技術、モニタリングと品質保証な
どを調査した。レーザのデリバリ技術としては、ガルバノメータ
ミラースキャナシステムが用いられているが、長時間造形では
温度ドリフトで造形物精度に問題が出ることがあった。現在で
は、高分解能の光学式エンコーダを搭載したデジタル制御方
式で問題を解決している。また、３Ｄプリンタを少量多品種の
製品へ適用するため、サーモカメラによる温度分布リアルタイム
測定や、造形断面形状の１層ごとのイメージ比較などのインプ
ロセスモニタリング機構を装置へ組み込むことで、造形時の品
質への影響などを分析し、フィードバックすることで品質向上と
安定性とを高める取り組みが始まっている。

5.3　医療応用技術
光加工・計測技術の医療への応用として、診断技術および治

療技術を調査した。診断技術としては、内視鏡、拡散光イメー
ジング、共焦点内視鏡、分子イメージングなどがある。組織レ
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ベルの診断として、内視鏡による直接観察がある。消化管など
を対象とする比較的径の大きな内視鏡では、高精細な画像を
観測できるハイビジョン内視鏡や病変部を拡大して観察できる
拡大内視鏡が開発されている。血管内視鏡は、血管内に挿入
するために径を細くする必要があるが、血管内壁を直接目視で
きるため有用性は大きい。脳機能計測分野では、近赤外光を
用いた拡散光イメージングで臨床応用が進んでおり、大型装置
やシールドルームなどの特殊な環境を必要としないため、ベッ
ドサイドに装置を移動して測定できる長所がある。細胞レベル
では共焦点顕微鏡が開発されている。観測可能なのは組織表
面の極めて浅い部位に限定されるが、組織片を採取せずにそ
のままの状態で細胞レベルの病理検査を可能とする光バイオ
プシーを実現する有力なツールと考えられている。分子レベル
では、特定のタンパク質やDNAなど、組織内における分子の存
在や動態を可視化する分子イメージングがある。光分子イメー
ジングは、蛍光色素を用いて蛍光によって特定分子の分布を測
定するため、陽電子断層撮影（PET：Positron Emission 
Tomography）に比べ被爆がない点が長所である。

治療技術としては、レーザ手術・光熱治療、光線力学治療な
どを調査した。レーザを用いて組織の切開、切削、蒸散、凝固
などを行うレーザ手術や光熱治療のための機器は、紫外から
中赤外の幅広い波長域のものが、眼科、循環器科などの領域
で応用されている。眼科領域では、用途に応じて紫外から近赤
外の広い波長域のレーザを用いた治療器が実用化されてい
る。近視等の視力矯正を行うレーザ角膜内切削形成術で用い
るレーザ治療器では、紫外波長（193 nm）のArFエキシマレー
ザが使用されている。フェムト秒レーザは白内障手術機器に応
用されており、３次元光コヒーレンストモグラフィー（3D-OCT）
で計測した角膜、水晶体などの情報に基づいて手術計画を立
て、コンピュータ制御によるレーザ照射で、正確な切開や水晶
体核破砕が可能となっている。循環器科領域では、心筋に血
液を送る冠動脈に動脈硬化が生じることで発生する虚血性心
疾患に対し、XeClエキシマレーザによる紫外光（308 nm）を
カテーテルで病変部に導き、プラーク組織をレーザによって蒸
散させるエキシマレーザ冠動脈形成術が行われている。また、
光線力学治療（PDT：Photodynamic Therapy）は、腫瘍組織
に特異的に集積する光感受性薬剤を血液中に投与し、投与さ
れた薬剤が腫瘍に最も集積する時間に腫瘍部分にレーザを照
射する治療法で、患者への侵襲が少ない。光感受性物質の蛍
光を利用して、腫瘍部位を目視または撮像して観察することで
診断を行うものが光線力学診断（PDD：Photodynamic 
Diagnosis）であり、脳腫瘍などの手術時の残存腫瘍を視認す
るために用いられている。

6.　光エネルギー
光エネルギーでは、国内外の各種太陽電池の技術開発、標

準化および蓄積分野の技術動向調査を行っている。
全世界の太陽光発電システムの導入量は、近年、足踏み傾

向が見られたが、一昨年度から再び増加傾向に転じ、昨年度
は約40 GWの太陽光発電システムが全世界で導入された。国・
地域別では、ヨーロッパにおける太陽光発電システムの導入量

は、2012年度頃から顕減少傾向が著しく、昨年度は約6.7 GW
と2011年度の約３分の１までに減少しているが、一方、日本と中
国の導入量は増加しており、ヨーロッパの太陽光発電システム
導入の減少分を支えている構図となっている。日本において
は、2013年度は約8.5 GW、昨年度は約9.2 GW、中国において
は2013年度は約11.8 GW、昨年度は約10.4 GWの太陽光発電
システムが導入された。つまり、ここ２年間は、世界の太陽光発
電システムの約半分が日本および中国に導入されていることに
なる。また、アメリカにおいても太陽光発電システムの導入は着
実に進んでおり、2011年度約2.2 GWであったものが昨年度は
約7.7 GWと約３倍に伸びてきている。国の政策によるところが
大きいが、太陽光発電システムの導入地域が、ヨーロッパから
日本および中国、そして米国へと移行したことを示している。

太陽電池の材料開発におけるトピックとしては、①Si系太陽
電池において、25%を超える変換効率をカネカとFraunhoferが
発表、②化合物薄膜太陽電池において、多結晶Si、単結晶Si並
みの変換効率である22.3％を日本のSolar Frontierが発表、③
ペロブスカイトでは、ローザンヌ工科大学が21.0%、韓国科学
研究所グループが20.11％の変換効率達成を発表し、また、そ
の他数多くの論文が各国各機関より報告された、④東京大学
と宮崎大学のグループから、III-V系集光型太陽電池と水電気
分解セルとを組み合わせ、太陽光から水素への世界最高変換
効率24.4%を達したことが報告された。今後、太陽エネルギー
の新規利用技術および太陽光発電の平準化等、重要な要素技
術となる可能性がある。

6.1　結晶系シリコン太陽電池
2015年度は、Fraunhofer（25.1%）およびカネカ（25.1%）が

25%を超える変換効率を報告し、昨年度、結晶系シリコン太陽
電池の最高変換効率25％を超えた年（パナソニック，シャープ，
Sunpower）に引き続き、今年度も記録が更新された。昨年度、
最高変換効率を達成した３機関のセル構造はバックコンタクト
型Si太陽電池であったのに対し、2015年度の2機関のセルは表
面にも電極を有する両面電極型であることが特徴的である。

6.2　化合物薄膜太陽電池
化合物薄膜系太陽電池は、昨年度ドイツのZSW（ドイツの太

陽光と水素の有効利用に関する研究センター）が達成した変
換効率21.7%を上回る22.3%を日本のSolar Frontierが達成
し、22％の壁を越えた。これにより、セル効率23％以上を目指
す研究開発段階に移行し、小面積セルでの高効率化競争がこ
れまで以上に顕著になった。国内外の研究開発体制として、日
本では産学連携体制の研究体制で国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が「７円/kWhを達
成できる技術の開発」を目的としたプロジェクトを開始してお
り、また、ドイツでは、ZSWが中心となって変換効率25％を目
指す“Sharc25”（Super high efficiency Cu（In, Ga）Se2 thin-
film solar cells approaching 25%）プロジェクトが開始されて
いる。しかし、米国ではDOE（米国エネルギー省）の意向で
NREL（国立再生可能エネルギー研究所）における薄膜太陽
電池の研究が縮小され、高効率化に優位とみなされるCIGSグ
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ル―プからの研究成果の反映が期待できなくなり、小面積セ
ルでの高効率化競争が日欧の研究者を中心として始まってい
る。

6.3　ペロブスカイト太陽電池
我が国発の技術である有機・無機ハイブリッド材料を用い

たペロブスカイト太陽電池では、小面積セルにおける変換効率
が21.0%に達し、Si薄膜ないしは化合物薄膜太陽電池に比肩す
るレベルに達した。また、発表された論文数は2012年度４報か
ら、2015年度には1,000報に達し、太陽電池の材料開発、変換
効率競争において、今年も引き続ペロブスカイト太陽電池の研
究が活発になったことがうかがえる。一方、品質評価に関し、
各種条件下での耐久性を検討したデータも報告されるように
なったが、実使用環境下での耐久性は依然として課題である。
また、鉛の毒性や環境負荷等の議論も継続が必要である。ペ
ロブスカイト太陽電池の構成材料の鉛を低減や全く使用しな
い材料の検討は今後も必要である。ペロブスカイト太陽電池
は、日本でもNEDOによるプロジェクトも推進されているが世
界中が研究開発にしのぎを削っており、今後も動向に目が離せ
ない状況となっている。

6.4　色素増感太陽電池
色素増感太陽電池セルの公的機関測定の最高効率は、近

年、これまでの11.9%から更新はなかったが、自社測定である
ものの、ローザンヌ大学から新規色素を用いて14%を超えるセ
ル効率の報告があった。また、新材料の出現で、新規正孔輸
送材料を用いた固体色素増感太陽電池セルの報告など新たな
展開が進んでいる。さらに、低照度で高い出力を生かした屋外
低照度向けデバイスの実証試験や屋内向けデバイス用のモ
ジュール試作の検討も進んでいる。

6.5　有機薄膜太陽電池
本年度は、ペロブスカイトの勢いに押されたのか、顕著な成

果発表は見られなかった。現在OPV（有機薄膜太陽電池）の
研究開発は企業によって牽引されている感があるが、近年、大
学、公的機関から高効率化のためのメカニズム、劣化機構の
解析などの発表が増加傾向にある。また、バルクへテロ接合構
造の内部構造の解析などの研究も多く行われており、分子配向
や層分離構造の議論も盛んである。これは、新しい材料を合成
しセルを作製するだけではなく、配向構造や相分離構造の解
析や制御まで行わなければ、より一層の高効率化は難しくなっ
てきていることを示している。

6.6　Ⅲ-V系集光型太陽電池
多接合型太陽電池は、すべての太陽電池のなかで最も高い

変換効率を実現しており、現状、Wafer Bondingの四接合型太
陽電池において集光時46.0%が報告された。また、東京大学と
宮崎大学のグループは、太陽電池の効率ではないが、III-V系
集光型太陽電池と水電気分解セルとを組み合わせ、太陽光か
ら水素への世界最高変換効率24.4%の達成に成功し、今後、
太陽エネルギーの新規利用において重要な要素技術となる可

能性がある。

6.7　超高効率・第三世代太陽電池
近年、InAs/GaAs量子ドット等の化合物太陽電池の低コス

ト化の検討が始まっている。現在のGaAs基板上に作製したセ
ルコストは1,000円/Wを超え、また、基板のコストは、全体のコ
ストに占める割合が最も高い。そこで、エピタキシャル・リフトオ
フ（ELO）法を利用してセルを基板からはく離し、また基板を
再利用していく方法が低コスト化に向けて有望視されている。
また、ELO法を用いることにより、セルコストの低減だけでな
く、裏面反射ミラーを効果的に利用することで、入射フォトンの
光路長を増大できることや、ファブリ・ペロー光共振器を形成
させ光吸収効率の増大が可能であるといった効果が生じる。

6.8　国際標準と信頼性技術
PVセル、モジュールの標準化は主にIECのIEC/TC 82/WG 2

において議論されている。今年度は2015年４月に英国ラフバラ
で、10月～11月に南アフリカのケープタウンで会議が開催さ
れ、多くの新規規格、改訂規格の審議が実施され、コネクタ、
接続箱等に関する多くの規格と共に、型式認証に関する61215
シリーズ、安全性に関する61730シリーズ、性能評価に関する
60904シリーズでの議論が活発に行われている。

ペロブスカイト太陽電池は、電流電圧測定においてヒステリ
シスが大きく、時定数が数十秒～数分と長い等、性能評価の
技術的課題が多い。９月にドイツ、ハンブルグで開催された
EUPVSEC 2015（The European Photovoltaic Solar Energy 
Conference and Exhibition）会議では、オーストラリアの
CSIRO（Commonwealth Scientific and Industrial Research 
Organisation）からペロブスカイト太陽電池の測定方法に関す
る講演があったが、未だサンプルと測定条件が限定された検
討に留まっており、今後のデバイス開発の基礎となる統一され
た測定方法の迅速な確立が求められている。

6.9　モジュール部材
大規模太陽光発電所の稼働にともない顕在化してきた問題

に電圧誘起劣化（以下、PID）が挙げられる。一般的に太陽電
池モジュールは20年の屋外曝露を経ても、初期の８割～９割
程度の出力性能は維持されるが、運転開始後、数年程度、場
合によっては数か月程度でPIDが発現することがあり、出力も
初期の数割程度まで低減したり、ほとんど出力が得られなくな
ることもある。PID現象が広く知られるようになったのは、ここ
5年程度のことであり、現在、現象自体が充分に解明されてい
ない状況である。太陽電池システムの更なる普及のためにも、
PID現象の根幹に関わるメカニズムの解明と普遍的な対策が
急務であり、適正な加速試験法の開発も含め、研究すべきこと
は数多く残されている。

6.10　広域連系推進技術
近年、天候や時間によって出力が変動する太陽光発電

（PV）や風力発電などの大量導入による電力システムの需給
運用の困難化が顕在化しつつある。PVや風力発電を持続的に
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導入するためには、それらの電源の出力の変動性と不確定性の
ため、電力システム全体の需給調整力の向上が大きな課題で
ある。需給調整力の安定確保の対策として連系線の活用が検
討されており、これにより、全国規模の広域での高度化された
電力系統の運用を可能とし、経済性、安定供給の向上も期待さ
れる。このような需給調整力評価のための有用なツールとして、
長期電力需給解析・計画手法が開発され、これにより需要、
PVと風力発電の出力変動特性と、これに対する需要の能動化
を含めた負荷平準化や需給調整力評価が可能となった。現
在、全国の電力需給の詳細モデルの作成、将来の電力需給の
特性分析、最適設備計画策定の検討などを実施している。

6.11　O&M（Operation & Maintenance）
太陽光発電システムが本格的に導入されるためには、構築し

たシステムの安全性、信頼性に加え、適正な保守による維持・
運用が重要な要素である。法的な保守点検に加え、常時、発電
システムの出力低下を監視し、故障発生時、早期に故障モ
ジュールを発見、対処する遠隔監視システムを低コストで実現
し、広く普及させるためのO&Mビジネスの拡大が期待され
る。

6.12　台湾の動向
台湾の太陽電池ウェーハメーカーは、各社が高効率ウェーハ

の生産を増加している。中美シリコン社が発表した高効率多結
晶ウェーハは平均変換効率が19.2％、高効率単結晶ウェーハは
平均変換効率が20.5％に到達している。技術としては、小サイ
ズの結晶をシードとした低欠陥密度の多結晶インゴット製造プ
ロセスや、ストラクチャワイヤを使用したウェーハ切断技術など
が主流になりつつある。また、PERCセル（Passivated Emitter 
and Rear Cell）の量産が拡大し、今年度は台湾で2 GWほど
のセルを生産している。変換効率は新日光（Neosolar）社が
21.1％（平均効率）、昱晶（Gintech）社は21.4％（最高効率）で
ある。

6.13　エネルギー蓄積
太陽光エネルギーを真のエネルギー源とするためには、光エ

ネルギーを電気等の利用可能なエネルギーに変換するだけで
はなく、曇天、雨天および夜間でも使用可能なエネルギー源と
して蓄積することが重要である。このエネルギー蓄積の技術と
して、①水を分解し、水素に変換して蓄積する方法、②二酸化
炭素を還元し、炭化水素系の結合を作りエネルギー蓄積する
方法、③光エネルギーを熱エネルギーに変化させて蓄積するの
３つの技術分野がある。前半の２つの化学エネルギー蓄積の
分野は、毎年非常に大きな変化が見られていたが、この一年は
さほど大きな技術的な進展は見られなかった。一方、熱を使う
光エネルギーの蓄積方法は既存の発電技術が多く使える分野
として注目されているが、発電装置自体が大型となるため、熱
を蓄積する技術開発とコストダウンが大きな課題となってい
る。このため、通常効率よく熱蓄積を行う溶融塩を用いる２タン
ク方式から１タンク方式への技術開発などが行われている他、
固体蓄熱や廃棄材料を利用した蓄熱も試みられている。

7.　光有機材料・デバイス
本年度も、光有機材料・デバイスの技術動向として、有機発

光材料、有機半導体材料、透明導電性材料、光機能性材料・
デバイス、人工光合成や光有機デバイスの共通課題などについ
て調査した。

7.1　有機発光材料
熱活性化遅延蛍光（Thermal ly Act ivated Delayed 

Fluorescence：TADF）材料は、蛍光、リン光発光分子に続く
「第三世代」の有機発光材料として注目されている。TADF材
料の課題は、小さなエネルギーギャップ（∆EST）と高い蛍光発
光効率を両立させることである。フロンティア軌道理論におけ
る有機分子の最高占有分子軌道（HOMO）は、分子内の相対
的な電子供与性（ドナー性）部位に、最低非占有分子軌道
（LUMO）は、同様に電子受容性（アクセプタ性）部位に局在
化する傾向がある。∆ESTを小さくするためには、HOMO軌道と
LUMO軌道の空間的な重なりを分離させる必要があるが、蛍
光発光効率を向上させるためには、逆に、これらの軌道の空間
的な重なりを大きくすることが重要となる。この問題を解決する
ため、キャリア移動（電流）材料と、再結合材料、発光材料の３
種類を巧みに使い分け、TADF材料をアシストドーパントとする
蛍光発光有機ELが開発された。TADF材料は、有機ELで蛍
光材料を超高効率に発光させるアシストドーパントとしても、ま
た、TADF材料そのものを発光させ超高効率有機ELを達成で
きる材料としても進化しており、今後の有機ELの中心的な材料
になっていくものと考えられる。

7.2　有機半導体材料
電子回路や各種素子を印刷で作製する、いわゆるプリン

ティッドデバイス技術は、非常に簡便なプロセスで電極配線や
半導体のパターンを形成できるため、将来のエレクトロニクス
を担う重要な製造技術となることが期待される。印刷回路とし
て期待される応用例の一つにRFID（Radio Frequency 
Identification）タグがある。これまでに、有機蒸着膜を用いた
有機トランジスタを利用したRFIDタグに関する技術の報告が
なされているが、その整流動作速度は最大でも125 kHz程度と
なっており、接触式のRFIDタグとして一般的に用いられている
13.56 MHzでの動作の実現には至っていない。しかし最近、20 
MHz近くの動作速度をもつ塗布型高速有機トランジスタが開
発され、この技術を用いて13.56 MHzを超える周波数の交流
信号でも整流可能な、世界初となる塗布型有機整流素子が作
製された。

7.3　透明導電性材料
透明導電性材料として、グラフェンを化学修飾することなく、

直接グラフェンのまま溶媒に分散させたグラフェンインクが、大
きな期待を集めている。Cambridge大学のA. C. Ferrari教授
のグループは、グラファイトフレークをN-メチルピロリドン中で、
９時間ほど超音波処理を行い、遠心分離と1 µm孔径のフィル
ター濾過によって大きなサイズのフレークを取り除くことによっ
てグラフェンインク原料を調製した。本インクを用い、インク
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ジェット印刷法によって、シート抵抗約30 kΩ/□、透過率約
80%のグラフェン透明導電膜が得られている。今後は、よりサイ
ズの大きなグラフェンの分散によって、シート抵抗の低減や透
過率の向上が期待される。本インクは、グラフェンプラット
フォーム株式会社によって販売されている。また、インクとして
用いるための濃度や粘度、表面張力の制御も可能となりつつあ
り、印刷技術に合わせたインクの開発が可能な時代に入って来
た。

7.4　光機能性材料・デバイス
プラスチック光ファイバ（POF）は、1990年台終盤から自動

車内通信規格の一つであるMOST（Media Oriented Systems 
Transport）システムの伝送媒体として欧州車を中心に搭載さ
れており、より高速な車載光通信システムの検討も進められて
いる。また、１本のPOFの中に複数のコアを配するマルチコアSI
（ステップインデックス）形POFについては、曲げ損失が非常
に小さい特徴を活かした機器内配線などへの用途展開が図ら
れている。さらに、中空形など新規な形状の開発も進められ、
センサや光部品への適用可能性が探られている。また近年、
SI形POFを用いたギガビットイーサネット（GEPOF）の製品開
発および規格化活動が、日本および欧州のメンバを中心として
活発に進められている。イーサネット規格を策定するIEEEにお
いて、2014年３月の全体会合でGEPOFの規格化が提案され、
Study Group設立の承認を得て規格素案の作成に着手、2015
年１月にTask Forceへと昇格して規格化に向けた作業が進め
られている。ターゲット市場としては、ホームネットワーク用途、
工業配線用途、自動車内通信用途の３つを挙げている。

高効率な発光体として多孔性金属錯体（MOF）が注目され
ている。発光寿命を左右する三重項励起子の拡散速度という
観点では、分子が高秩序に配列した結晶系が最も優れてい
る。そこで、アクセプター部位を有する配位子を用いてMOFを
構築し、その結晶表面にドナー分子を修飾するという新しいア
イデアが創出された。その結果、結晶表面に修飾されたドナー
からの効率的なエネルギー移動と、溶液中の分子拡散よりも速
いMOF中での三重項エネルギー拡散が確認され、量子収率が
太陽光程度の励起光強度で最大化されることが明らかになっ
た。今後の進展を注視する必要がある。

7.5　人工光合成
水素生成触媒系および物質変換系人工光合成の動向につい

て調査した。
水素生成触媒には、単一粒子型とZスキーム型の２種類があ

る。単一粒子型については、2000年代になって、ようやく可視
光照射下で水の完全分解反応に活性な光触媒系がいくつか見
いだされた。金属オキシナイトライドと呼ばれる化合物である
GaN:ZnOやLaMg1/3Ta2/3O2Nが開発されており、この材料は約
600 nmまでの光に応答することが特徴である。一方、Zスキー
ム型光触媒とは、水素生成（SrTiO3:Rh、TaONなど）もしくは
酸素生成（WO3、BiVO4など）に活性な２種類の光触媒を組み
合わせた系のことである。Zスキーム型光触媒では、酸素生成
光触媒側の励起電子が水素生成光触媒側の粒子へ移動する

ことが鍵である。この粒子間の電子移動を担う電子伝達剤とし
て、IO3

–/I–やFe3+/Fe2+などのイオン対、［Co（bpy）3］3+/2+や
［Co（phen）3］3+/2+などの錯体が用いられている。電子伝達剤
を用いないZスキーム型光触媒も開発されている。Ru担持Rh
ドープSrTiO3水素生成光触媒（Ru/SrTiO3:Rh）粒子をBiVO4

酸素生成光触媒粒子とともに酸性の水溶液中に懸濁させ光を
照射すると、電子伝達剤が無くても水素と酸素が化学量論比
で生成する。

物質変換系人工光合成では、光吸収機能と規則的なメソ孔
構造を合わせ持つメソポーラス有機シリカ（PMO）の特長を活
かし、様々な光機能を有する金属錯体／触媒の反応特性との
複合化が図られている。Ru-Re5-Bp-PMO複合体では、植物が
行っている２段階の光エネルギー捕集・集約系を人工的な系で
初めて再現することに成功した。また、Ru-Re-Acd-PMOでは、
PMOの光捕集機能により、CO2還元光触媒機能を強化した。
さらに、IrOx/Ru-Acd-PMOにより、光捕集プロセスを経由し
た水の酸化反応に成功した。しかし現状では、水の酸化およ
びCO2還元のために、それぞれ犠牲酸化剤および犠牲還元剤
の使用が必要であり、人工光合成が目指している反応の一部
にしか成功していない。真の意味での人工光合系を構築するに
は、光捕集・水の酸化・CO2還元という一連の現象・反応が高
度に連携して進行する反応系を創りだす必要がある。

7.6　光有機デバイスの共通課題
近年、有機半導体などの高分子や分子組織体・結晶・集合

体構造の伝導特性評価技術として、時間分解マイクロ波吸収
測定法（Time-Resolved Microwave Conductivity：TRMC
法）が注目されている。光電荷分離によりキャリア注入を行い、
そのキャリア絶対量と運動特性を、紫外パルスレーザ（電荷注
入）、マイクロ波（局所伝導特性）、連続可視光（キャリア全体
量評価とキャリア種弁別）という３種の電磁波（光）で見積もる
TRMC法は、非接触かつ非破壊で物質の伝導特性の本質を
知るという点で、高度に複合化した光応用分析技術と言える。

8.　光ユーザインタフェース
インターネットのインフラ整備が進み、無限ともいえる情報

が、いつでもどこでも簡単に入手できるようになった。ビッグ
データの処理方法も確立されつつある中、玉石混交の大量の
情報の重要度や関連性を判断し、処理するためのユーザインタ
フェースはますます重要な技術となってきている。本分科会で
は昨年度に続き、今年度もディスプレイ、センサデバイスや画像
処理などの基盤技術と、それらを活用するアプリケーションの
両面から技術動向を調査した。

8.1　医療・ヘルスケア
健康寿命の延伸には、日常生活での健康モニタリング、診

断・治療の各段階での医療の高度化が求められ、医師と患者
とをつなぐインタフェース技術が重要となる。

医療分野では、患者のQOL（Quality of Life：生活の質）の
向上に向けて、低侵襲治療と早期診断に対するニーズが一層高
まっている。また、iPS細胞等のヒト幹細胞の研究の進展に伴
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い、再生医療への注目が高まっており、体外から機能性細胞を
大量に取り込むための生産プロセスの確立が課題となってい
る。ヘルスケア分野では、スマートフォンやその付属のウェアラ
ブル機器等を用いた健康状態モニタリングや健康管理サービ
スが広く提供されてきた。更に、携帯機器に搭載されたセンシ
ング機能を用いて取得した情報を医療情報として活用し、不整
脈や脳梗塞といった病気の早期発見の可能性を検討する研究
も始まっている。

8.2　高臨場空間再現・高臨場コミュニケーション
これまで、臨場感の高いコンテンツ配信／配給としては、高

精細プロジェクタと高度なサラウンドを用いた４Ｋデジタルシネ
マ、メガネ式３Ｄ映像を用いた３Ｄデジタルシネマがかなり一
般的になってきている。近年では、これまでの映像と音響によ
る視覚／聴覚だけでなく、その他の感覚を積極的に活用してい
くアトラクション型４Ｄシアターが始まりつつある。

また、次世代映像圧縮技術H.265/HEVCや可逆符号化音
響技術M PEG 4 -A L S、次世代メディア伝送技術M MT
（MPEG Media Transport）を発展させた高臨場感メディア
同期技術Advanced MMTによって、あたかもその場にいるか
のような超高臨場感をリアルタイムに世界へ配信するイマーシ
ブテレプレゼンス技術「Kirari!」のようなリアルタイム配信に向
けた技術開発も始まった。2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会を想定したスポーツ競技の高臨場パブリック
ビューイングや遠隔コミュニケーションツールとして検討が進
み始めている。

8.3　ウェアラブルコンピューティング
ウェアラブルコンピューティングは、学術的には10年以上前

から研究されてきた技術分野であるが、小型コンピュータの高
性能化、社会的なインフラとしての無線通信網の普及といった
技術的な背景に留まらず、「常に情報機器を用いる」ことに対す
る社会的な受容性が高まったことから、ここ数年、ウェアラブル
コンピューティングに新たな商機を見出したIT関連企業等によ
り次 と々新しいデバイスが発表されてきた。2015年度はApple 
WatchやAndroid Wear搭載の腕時計型デバイスが多数発売
され、ウェアラブルコンピュータのビジネス元年とも言える年で
あった。一方で、学術分野においてはウェアルブルコンピュータ
に関する国際シンポジウムInternational Symposium on 
Wearable Computer 2015 （ISWC2015）が大阪で開催され、
最先端の研究成果が日本で発表された年でもあった。

8.4　ディスプレイデバイス
スマートフォン、ノートPC、テレビが身の周りに当たり前のよ

うに存在し、我々に絶え間なく映像情報を与え続ける時代とな
り、もはや映像情報に触れない生活は考えられなくなってい
る。ディスプレイデバイス自体はコモディティ化し、技術的側面
からは、高精細化、大画面化、低コスト化の進展は鈍化傾向に
あるように見えるが、現在では表示品質の向上に留まらず、ディ
スプレイデバイス自体の新たな価値の創出、そしてディスプレイ
が映し出す映像情報の価値を一層高めるための研究開発が進

展している。「高画質化」への取り組みとしては、従来から続く
高精細化、大画面化、広色域化が更に進展し、よりリアリティ
の高い映像を目指す研究が進んでいる。「多機能化」では、ス
マートウォッチに代表されるウェアラブルデバイスの進化によ
り、装着性、デザイン性を考慮したデバイス用のディスプレイも
開発されている。「拡張現実」では、映像と実体の重畳による
作業性の向上や、より効果的な情報提供が期待され、その実
現のための新ディスプレイデバイスの提案や、技術の進展が見
られる。

8.5　３Ｄディスプレイ
これまでの映像ディスプレイとは異なり、映像を実世界と同

様に三次元的に見ることができれば、３Ｄテレビへの応用だけ
でなく、教育や医療、広告、デザインなどの産業分野への波及
効果は大きいと考えられる。

３Ｄディスプレイの立体表示方式には、視点の移動に応じた
３Ｄ映像を観視者に提示する「多眼方式」、再現する空間にそ
の形状に応じた光の点群を三次元的に表示することにより、３Ｄ
映像を再現する「体積方式」、撮影時と表示時の双方に、多数
の小さなレンズが平面状に並んだレンズアレイを用いて、被写
体からの光線群を取得および再現する「インテグラル方式」、
光の波面を干渉縞として記録し、理想的な３Ｄ映像を光学像と
して再現することができるとされている「ホログラフィ」などが
ある。

３Ｄ映像は多方向からの見え方を有するため、３Ｄ映像を表
現するための情報量は、２Ｄ映像よりも格段に多くなる。実用
化に向けては、それぞれ応用に合った３Ｄ方式を選定し、再現
する３Ｄ映像の特性（画素数や視域、奥行きなど）を明確にし
た上で、デバイス開発やシステム構築を進めることが重要とな
る。

8.6　VR・AR技術
仮想現実感（VR：Virtual Reality）技術とは、コンピュータ

によって「合成」された感覚情報を通して提示される人工的な
世界で、様々な疑似体験を可能にする技術である。これに対し
て拡張現実感（AR：Augmented Reality）技術とは、現実世
界から本来得られるはずの感覚情報をコンピュータにより「変
調（付加、削除、強調、減衰）」することによって拡張された現
実世界で、様 な々情報支援を可能にする技術である。各産業分
野における応用システムにおいて、様々な要素技術を組み合わ
せてユーザインタフェースを設計する際の指針となる概念的な
基盤技術と位置づけられる。

VR・AR基盤技術は医療、観光、教育、保守、建築、芸術、
エンターテインメント、軍事など、様々な分野への応用による発
展普及の段階に差しかかりつつあり、現在の技術レベルで実
現可能な環境表現を用いてどのようなビジネスモデルを展開す
るか注目を集めている。その一方で計測精度や頑健性、提示
品質の高さといった技術への要求もますます高まりつつあり、
今後も発展が見込まれる分野である。
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8.7　コンピュータビジョン
カメラで撮影した映像を計算機に入力して処理することよ

り、シーンの幾何情報を取得したり、事前に学習した物体が
シーン中に存在することを検出したりするように、撮影された
シーンを「理解」するコンピュータビジョン技術は、人間との光
ユーザインタフェースを実現するにあたり極めて重要な要素技
術となる。

コンピュータビジョン技術の分類については多くの考え方が
あり、画像中の幾何構造を理解する技術と、画像中に写ってい
る対象が何であるかを理解する技術に大きく分類することが
できるが、Deep Learningの登場により「シーンの幾何構造の
認識」、「シーン内に写っている対象の認識」の境界も曖昧に
なってきており、人間の脳と同様に画像からシーンを理解する
技術へと大きく近づきつつある印象を受ける。光インタフェース
の動向において、今後もコンピュータビジョン分野の進化が重
要な鍵を握ると思われる。

8.8　光センシング
CMOS／CCDイメージセンサの画素ピッチは微細加工技術

の進展によって年々縮小されて既にサブミクロンレベルに至
り、回折限界に近づいているが、高い臨場感を与える高精細画
像への要望は依然強く、これを支えるイメージセンサの高感度
化、低ノイズ化等、技術進化の流れは今後も継続すると予想さ
れる。

近年では画像情報以外の物理情報を取得するセンシングカ
メラとしてのカメラ技術の活用が広まっている。中でも距離画
像センシングは2000年頃より産業用途への応用が始まり、2010
年にMicrosoftの家庭用ゲーム機Xbox360の入力コントローラ
「Kinect」による低廉化で爆発的に普及が進んだ。距離情報
により人体の三次元姿勢を推定することで、人のジェスチャー
によりゲーム等を操作することが一般的になった他、車載用途
では、2008年にステレオカメラによる三角測量方式で前方の車
両や 歩 行 者までの距 離 情 報を 獲 得する富士 重 工業 の
「EyeSight」が登場し、今後の自動運転に繋がる技術として期
待されている。今後はビッグデータ解析との連携によって、さま
ざまな分野への応用展開が進み、我々の身近な生活空間にお
けるユーザインタフェースの入力手段として爆発的な普及拡大
が見込まれる。

9.　特許動向調査
9.1　光産業技術に関する特許動向調査

光産業分野の特許動向調査については、今年度はワーキン
グ・グループ別に、光通信ネットワーク、ディスプレイ、太陽光エ
ネルギーの３分野について、過去10年間の特許出願動向の定
点観測調査および分析を行った。昨年度まで調査を実施して
いた光メモリ分野については、特許出願数の減少が続き回復
の見込みも薄いことから、今年度の調査は実施しないこととし
た。また、光技術のトピックスとして、今年度は「光ファイバ」、
「SDN」、「テラヘルツ」、「レーザ加工」、「LED照明」の５
テーマを取り上げ、技術キーワード別の調査を含めた詳細な特
許動向分析を実施した。以下、定点観測調査結果について、概

述する。
⑴　光通信ネットワーク産業

本調査では、光通信ネットワーク技術に関する日米欧３極に
出願された公開特許の特許動向について、①基幹光伝送シス
テム、②フォトニックノード、③光ネットワーキング、④アクセス
ネットワーク、⑤光LAN／インターコネクト、⑥光ファイバ技術
の６つの観点から公開特許件数の年度推移（2006年～2015
年）、出願人の国籍別比較、技術分類毎の動向調査を実施し
た。

本特許調査の結果から、前年に引き続き、⑴日本公開特許
件数は減少傾向であること、⑵米国公開特許件数は増加傾向
にあること、⑶欧州公開特許件数は穏やかな増加傾向を示し
ていることが分かった。国籍別にみた場合では米国公開特許
および欧州公開特許について米国国籍の件数が増加傾向にあ
るのに対し、日本公開特許については、いずれの国籍の件数も
減少傾向にある。

2015年に日米欧の３極で公開された特許を対象とし、IPCの
サブグループの上位技術分類を用いた技術分類調査では、日
米欧の３極いずれにおいても上位10位にランクインした技術
は、「ライトガイドと光電素子との結合」、「ファイバの機械的構
造」、「ファイバとファイバを突き合わせる手段」に関する３つ
の技術であった。これ以外の技術については、日本ではハード
ウェア関連技術が主流であるのに対して、米欧の場合はハード
ウェア関連以外の技術も多いという傾向の違いがみられた。こ
れは、日本が部品提供主体のビジネスを対象とするのに対し
て、米欧では製品／システムに関する技術の囲い込みを狙うと
いう、各国／各企業のビジネス及び特許の戦略を反映している
ものと考えられる。
⑵　ディスプレイ産業

ディスプレイ産業分野における特許調査は、日本公開特許、
米国公開特許、米国登録特許、欧州公開特許、中国公開特
許、PCT出願特許を対象に、その年度推移（2006年～2015
年）、出願人の国籍別比較等の調査を行うとともに、ディスプレ
イの種類別（プラズマディスプレイ、液晶ディスプレイ、有機EL
ディスプレイ）年次推移も調査した。

日欧の公開特許が減少傾向にあるのに対して、米国登録特
許、中国公開特許は引き続き増加傾向を維持している。また、
2015年には米国公開特許件数が、昨年までの減少から増加に
転じている。また、公開件数のみの比較では、中国が１位を
保ったことに加え、米国が日本を上回り２位となっている。
⑶　太陽光エネルギー産業

太陽光エネルギー産業分野では、日米欧中の特許出願につ
いて、公開件数の年度推移（2006年～2015年）および出願人
の国籍別比較等の調査を実施した。

日本、米国、欧州および中国の公開特許件数の推移を見る
と、米国公開特許件数は2010年に、欧州および中国公開特許
件数は2012年に、日本公開特許件数は2013年に公開件数の
極大を示したが、いずれの国も2015年は前年よりも減少してい
る。日本公開特許件数と、米国、欧州および中国公開特許件
数とを比較すると、2013年における日本公開特許件数は米国、
欧州および中国公開特許件数の約4.2倍から約10.9倍であった
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が、2015年では約1.0倍から約2.5倍となり、件数の差は縮まる
傾向がみられる。

企業別の動向では、日本企業による出願は多く、日本におけ
る累計公開特許件数の上位20社すべてが日本企業（日本出願
人）、米国では上位10社中４社、欧州では上位10社中６社、中
国では上位10社中６社と、日本企業の占有率は依然として高
く、この傾向は今後も続くものと予測される。

9.2　特許庁との懇談会（2015年12月２日）
特許庁から特許審査第一部 光デバイス 井上博之 審査監

理官はじめ６名の方々にご出席いただき、特許庁との懇談会を
実施した。

特許動向調査委員会からは、児玉議長はじめ12名が出席
し、「光産業技術の特許出願動向と特許庁への要望」と題し
て、児玉議長から特許動向調査委員会の活動紹介および調査
結果概要報告を行なった。

また、特許庁より、“特許行政の最近の動向”と題して、井上審
査監理官に講演いただいた。その後、これら講演内容をふまえ
て、出席者間で熱心な意見交換が行なわれた。

9.3　特許フォーラム（2016年３月11日）
今年度の特許動向調査結果の報告と特別講演からなる光産

業技術振興協会 特許フォーラムを学士会館（東京都千代田
区）で開催し、賛助会員、一般参加、合わせて100名以上の
方々に出席いただいた。

委員会の調査結果報告は「光通信ネットワーク産業」、「ディ
スプレイ産業」、「太陽光エネルギー産業」の３産業分野別の
調査結果を報告した。

報告では、光通信ネットワーク産業分野では、特許出願から
みた日米欧の技術動向比較や、日米の民間情報化投資と特許
件数の推移比較など、技術に踏み込んだ分析や特許出願と市
場の動向の相関を探る取り組みの一端を紹介した。また、技術
トピックス調査報告としては、今年も「レーザ加工」を取り上げ、
レーザ加工とレーザ光源についての要素技術別・地域別の特
許動向分析結果など、技術にフォーカスを当てた分析結果を報
告した。

特別講演は、内田・鮫島法律事務所の鮫島正洋弁護士をお
招きして実施した。講演は「知財戦略のススメ－知財マネジメ
ントのあるべき姿を探る－」と題し、事業競争力を向上させるた
めの知財戦略の４つのセオリについて、具体例を交えながらご
紹介いただいた。参加者からは、実践的でかつ説得力のある
講演内容に対する感謝の声が多く寄せられた。
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